
独立行政法人 物質・材料研究機構（非特定） 
 

所在地  茨城県つくば市千現１―２―１  

電話番号 029―859―2000 郵便番号 305―0047 

         ホームページ http://www.nims.go.jp/    

根拠法  独立行政法人物質・材料研究機構法（平成 11年法律第 173号） 

主務府省 文部科学省研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）、大臣

官房政策課（評価委員会庶務） 

設立年月日 平成 13年４月１日 

沿 革 昭31.7科学技術庁金属材料技術研究所→平13.1文部科学省金属材料技術研究所 

昭41.4科学技術庁無機材質研究所 → 平13.1文部科学省無機材質研究所 
      (*) → 平13.4独立行政法人物質・材料研究機構 

目 的 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的

に行うことにより、物質・材料科学技術の水準の向上を図ることを目的とする。 

業務の範囲  

１．物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこと。 

２．前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

３．機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に供すること。 

４．物質・材料科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資質の向上を

図ること。 

５．前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

財務及び予算の状況   

＜資本金＞ ７６，４５９百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

 

 

 

 

(*) 

 



＜予算計画＞                              （単位：百万円） 

 
区   分 

中期計画予算 

（平成 23～27年度） 
平成 25年度予算 

 

収

入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

自己収入 

受託等事業収入 

補助金等収入 

計 

67,102 

1,050 

1,955 

15,139 

7,239 

92,484 

12,850 

0 

391 

3,028 

1,448 

17,717 

支

出 

運営費事業 

 一般管理費 

  うち､人件費(事務部門) 

     物件費 

 業務経費 

  うち､人件費(事業部門) 

     物件費 

施設整備費 

受託等事業費（間接経費含む） 

補助金等事業費（間接経費含む） 

計 

69,057 

6,172 

2,599 

3,572 

62,885 

25,391 

37,494 

1,050 

15,139 

7,239 

92,484 

13,241 

1,238 

524 

714 

12,004 

4,439 

7,565 

0 

3,028 

1,448 

17,717 

＜短期借入金の限度額＞ ２,３００百万円 

組織の概要  

＜役 員＞ （理事長・定数１人・任期５年）潮田 資勝 （理事・定数３人・任期２

年）室町 英治、曽根 純一、三浦 春政 （監事・定数２人・任期２年）岸本 直樹、

（非常勤）芳賀 研二 

＜職員数＞ １，５３３人（常勤職員８８１人、非常勤職員６５２人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



中期目標  

Ⅰ 中期目標の期間  

機構の当期の中期目標の期間は、平成23年（2011年）４月１日から平成28年（2016年）３月31日

までの５年間とする。  

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

機構は、科学技術基本計画（以下「基本計画」という。）等の国家戦略の一翼を担う機関として、

中長期的な視点の下で、世界最高水準の共通基盤技術を創出するとともに、創出した技術を駆使し

て革新的材料機能を探索し、技術シーズを創製する。また、このような研究開発を支える、先駆的

な研究組織・環境を構築するとともに、物質・材料研究の中核的機関として先端研究基盤の整備・

運営、グローバルに活躍できる人材の育成等を積極的に進める。  

１．物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発  

１．１重点研究開発領域における基礎研究及び基盤的研究開発  

我が国が幅広い分野で最先端の科学技術を継続して生み出していくためには、融合と連携を通

して多様な技術分野に波及する基盤的な科学技術の水準の向上が不可欠であることから、機構は、

新物質・新材料の創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発を推進する必要があ

る。また、第４期基本計画において環境・エネルギーを対象とする「グリーンイノベーション」

が成長戦略の大きな柱として位置付けられたが、物質・材料科学技術がこの分野の重要課題の解

決の鍵を握ることから、機構にこのような課題解決に貢献する研究開発を推進することが求めら

れている。  

以上の状況と機構がこれまでに培ってきた成果、人材、研究ポテンシャルの活用という観点も

考慮し、本中期目標期間においては、「新物質・新材料の創製に向けたブレークスルーを目指す

横断的先端研究開発の推進」、「社会的ニーズに応える材料の高度化のための研究開発の推進」

の２項目に重点的に取り組むこととし、前者の横断的先端研究開発が後者の課題解決に向けた研

究開発を牽引・下支えする。  

1.1.1新物質・新材料の創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発の推進  

本項目は、先端的共通技術領域、ナノスケール材料領域の２領域からなり、各領域の具体的な

内容は以下のとおりである。  

１）先端的共通技術領域  

我が国、そして世界をリードする物質・材料研究を推進するためには、先進材料の研究開発

において、共通的に必要となる技術の水準を世界トップレベルに高めていく必要がある。その

際には、先端的な共通技術基盤の構築を進めるという観点に加え、このような先端的共通技術

が新たな研究分野を切り拓くという観点も重要である。  

そのため、機構は、将来のブレークスルーの原動力となる計測・分析手法等の先端的共通技

術のさらなる高度化を目指す。  

具体的には、機能・特性を発現させるメカニズムの精緻な理解を可能とする包括的な先端材

料計測技術、機能・特性の変化を予測するシミュレーション技術、材料の構成要素から材料へ

と組み上げるための設計・制御手法や新規な作製プロセスの開拓など、物質・材料研究に共通

的に必要となる先端技術について、既存技術では不可能な高精度化、可視化、対象とする物質・

領域・物性の拡大等を実現する。  

また、機構は、先端的共通技術により機構全体の材料研究を牽引するとともに、我が国の研

究者コミュニティ等への最先端技術の普及に取り組む。さらに、普及の過程において、先端的

共通技術の高度化に向けた技術的ニーズの抽出、新たな目標へのフィードバックを行い、技術

の発展へとつなげていく。  

２）ナノスケール材料領域  

 



新物質・新材料を創製するための技術シーズを世界に先駆けて発掘、育成していくためには、

無機、有機の垣根を越えて発現する、ナノサイズ特有の物質特性等を利用することが重要であ

る。また、単にナノサイズ特有というだけでなく、次代の成長領域の芽となるような、既存の

材料・デバイスを置換し得る、あるいはものづくりのプロセスにイノベーションをもたらし得

るほどの革新的な物質特性等に焦点を当てることも必要である。  

そのため、機構は、ナノスケールにおける先進的な合成手法を開発・利用して全く新しいナ

ノ構造を生み出すとともに、ナノチューブ、ナノシート等のナノスケール物質が持つ特異な機

能を最適に組み合わせて、それらの有機的な相互作用から飛躍的な機能向上を可能とするシス

テム化研究に取り組むなど、新物質・新材料を創製するための革新的技術シーズを創出する。  

また、本領域においては、多様なナノスケール物質等を組み合わせるシステム化研究を行う

ことから、他の研究機関との連携も含め、分野横断的に研究を進める。  

1.1.2社会的ニーズに応える材料の高度化のための研究開発の推進  

本項目は、環境・エネルギー・資源材料領域からなり、具体的な内容は以下のとおりである。  

１）環境・エネルギー・資源材料領域  

第４期基本計画においては、世界最先端の低炭素社会の実現に向け、グリーンイノベーショ

ンを強力に推進し、我が国が強みをもつ環境・エネルギー技術の一層の革新を促すとされてい

る。また、資源、エネルギーなどの国際的な獲得競争が激化し、これが中長期的な世界の経済

成長のひずみや、世界経済と政治の不安定化をもたらすことへの懸念が示され、資源再生技術

の革新、レアメタル、レアアース等の代替材料の創出に向けた取組を推進するとされている。  

そのため、機構は、本領域の取組として、グリーンイノベーションによる成長とそれを支え

る資源確保に不可欠な材料科学技術に焦点を当て、課題解決に必要な技術の原理とメカニズム

を徹底的に理解した上で、材料の設計、機能・特性の最適化を行うことにより、既存の技術開

発の延長では達成し得ないブレークスルーを目指す。  

具体的には、再生可能エネルギー利用の飛躍的拡大、産業・家庭におけるエネルギー利用の

高効率化等を可能とする新規材料の実現や、高い信頼性・安全性を確保しつつ耐熱化、軽量化、

長寿命化を可能とする革新的材料技術を創出する。また、長年、物質・材料研究に取り組んで

きた機構の総合力を活かし、レアメタル、レアアース等の希少元素を可能な限り海外に依存し

ないことを目的とした研究開発を組織的に推進する。なお、レアメタル、レアアース等の国際

需給情勢等によりニーズが変化していく可能性もあるため、中長期的視点から課題設定を検討

する。  

本領域のプロジェクトを遂行するに当たり、機構の創出した成果が活用され、環境・エネル

ギー・資源等に係る多様な課題の解決に貢献していくよう、企業、他の研究機関等との連携体

制を主体的に構築するとともに、経営層のトップマネジメントにより、連携活動の進捗を管理

する。特に、本領域のプロジェクトを通じて、つくばイノベーションアリーナの参画機関・企

業との連携・協力をより一層深める。  

加えて、本中期目標期間中においても、機構の分析・戦略企画活動等を通して国家戦略、社

会的ニーズ等を柔軟に取り込みつつ、必要に応じてプロジェクトを見直す。  

１．２シーズ育成研究の推進  

社会的課題解決を起点としてプロジェクトを推進するのみでは、課題の設定時に把握可能な技

術への重点化に偏り、革新的技術の中長期的な育成が弱体化する懸念がある。本中期目標期間中

において、社会的ニーズの変化を受け、国家戦略の方向性が変わる可能性もある。そのような状

況変化に柔軟に対応していくため、戦略性を持ってシーズ育成研究を推進する。  

研究を進めるに当たっては、短期的な成果を求めることはせず、長期的な展望に立ち、将来の

プロジェクト化をはじめ、シーズの発展の可能性を評価する。また、シーズ育成研究に取り組む

研究者間の情報交換を進め、異分野融合を進めるとともに、育成されたシーズの発展を促進する

制度の構築・運用を行う。  

 



なお、機構は、公募型研究資金制度等に積極的に提案・応募していくことにより、その技術シ

ーズ、研究ポテンシャルを活用して、社会的ニーズへの的確な対応、成果の更なる発展、応用研

究への橋渡しなどを進める。また、民間企業からの研究資金等を積極的に導入する。  

 

２．研究成果の情報発信及び活用促進  

機構は、得られた研究成果を新たな価値創造に結びつけることを目指し、成果の社会における認

知度を高め、社会還元につなげていく。具体的な活動は以下のとおりである。  

２．１広報・アウトリーチ活動及び情報発信  

①広報・アウトリーチ活動の推進  

機構が物質・材料研究を推進するに当たり、国民の理解、支持及び信頼を獲得していくことがま

すます重要となっている。そのため、広報関連施策の効果的・効率的な推進を目指し、機構の広

報に係る基本方針を策定する。また、機構の活動や研究成果等が幅広く理解されるよう、機構の

組織的な活動に加え、研究者一人一人が物質・材料科学技術のインタープリターとして双方向コ

ミュニケーション活動を行う。さらに、国民各層の科学技術リテラシーの向上への貢献を目指し、

物質・材料科学技術に関する知識の普及等を行う。  

②研究成果等の情報発信  

機構の研究成果の普及を図るため、学協会等において積極的に発表するとともに、国際的に注目

度の高い学術誌等への投稿・発表や、国際シンポジウム等の開催により、国際的な情報発信を維

持・充実する。また、機構の研究人材や研究成果をデータベース化・公表する。  

２．２知的財産の活用促進  

機構の研究成果の多様な応用分野への波及を目指し、企業側の研究開発フェーズに応じた適切

な協力関係を発展させる知的財産ポリシーを策定し、機構から産業界への実施許諾件数を増加さ

せる。また、機構と企業との共同研究から生まれる知的財産の取扱いが、連携企業にとって魅力

あるものとなる共同研究制度を設計・運用する。さらに、実用化された製品、サービスについて

はグローバル市場における販売が想定されるため、外国出願を重視し、登録・保有コストの費用

対効果を分析しつつ、精選して出願・権利化する。  

 

３．中核的機関としての活動  

機構は、物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的に行う我が

国唯一の研究開発機関であり、そのプレゼンスを国内外に対して示すとともに、自らの存在価値

を不断に高めていくことが重要である。そのため、国際情勢、技術動向、社会的ニーズの変化等

に柔軟に対応し、中核的機関が果たすべき責務を認識しつつ活動に取り組む。  

３．１施設及び設備の共用  

機構は、一般の機関では導入が難しい先端的な研究施設及び設備を広く共用に供するとともに、

共用設備等を有している大学、公的研究機関のネットワークのコーディネート役（ハブ機能）を

担い、機関間の相互補完体制等を整備する。これにより、先端研究設備等を核とした分野融合や

オープンイノベーションのシステム構築に貢献する。  

３．２研究者・技術者の養成と資質の向上  

機構の研究者・技術者の養成と資質の向上は、我が国の物質・材料研究を支える知識基盤の維

持・発展の観点から重要である。  

経済活動や研究活動がグローバル化し、物質・材料研究においても激しい国際競争が行われて

いるため、機構の研究者を世界に通用する人材へと計画的に育成する。また、次代の物質・材料

研究を担う人材の育成に向け、大学・大学院教育の充実に貢献するとともに、ポスドク等を積極

的に受け入れる。加えて、物質・材料科学技術の多様な研究活動を支える高度な分析、加工等、

専門能力を有する技術者の養成、能力開発等を実施する。  

３．３知的基盤の充実・整備  

 



機構は、日本のものづくりを支えてきた、機構にしかなし得ない基盤的活動を重視する観点か

ら、幅広く外部の研究者や技術者等の利用に供するよう、質の充実にも配慮しつつ、知的基盤を

整備していく。そのため、機構は、長期的な取組が不可欠な材料試験、材料組成等を明らかにす

る化学分析を着実に継続するとともに、材料データベース等の整備・発信を行う。また、機構の

研究活動から得られた新物質・新材料等の標準化を目指し、幅広く配布活動を実施するとともに、

物質・材料分野の国際標準化活動に寄与する。  

３．４物質・材料研究に係る国際ネットワークと国際的な研究拠点の構築  

世界的に頭脳循環（ブレインサーキュレーション）が進み、優れた人材の獲得競争がますます

熾烈となる中で、機構は、ボーダレスな研究環境の構築を進め、異質な人材・研究の融合促進に

よる研究活動の活性化を図る。そのため、機構は、「世界材料研究所フォーラム」等のこれまで

構築してきた国際ネットワークを積極的に活用する。また、世界トップレベル研究拠点である国

際ナノアーキテクトニクス研究拠点における国際的に開かれた環境の構築と、それを土壌として

生み出される挑戦的な研究を引き続き実施するとともに、同拠点の取組を牽引力として機構全体

の研究開発システムを改革する。  

３．５物質・材料研究に係る産学独連携の構築  

科学技術の複雑化、研究開発活動の大規模化、経済社会のグローバル化の進展に伴う、オープ

ンイノベーションの必要性の高まりなどを踏まえ、機構の成果、研究ポテンシャル等を活用した

産学独の連携を一層深化する。機構の研究成果を企業等へ橋渡しするため、企業等にとって魅力

のある連携モデルを構築・運用し、機構のトップマネジメントにより連携活動を実施する。一方、

学独連携については、将来の物質・材料研究を担う若手人材の育成への貢献に加え、機構の研究

活動の活性化や研究ポテンシャルの向上を目指し、大学等との連携を強化する。また、機構は、

産業技術総合研究所、筑波大学、産業界と連携し、つくばイノベーションアリーナに参画する。

この枠組みの下で、機構の有する先端的な研究施設及び設備の活用を進めつつ、環境・エネルギ

ー分野等の革新的材料の創出を明確に指向した取組を企業との共同研究等により実施するほか、

物質・材料研究を支える若手人材を育成する。 

３．６物質・材料研究に係る分析・戦略企画及び情報発信  

機構が、物質・材料研究に対する社会からの要請に応えていくためには、関連する国家戦略、

国際情勢、技術動向等を定常的に把握・分析していく必要がある。このような活動は、長期的な

視点で物質・材料研究に取り組んでいる機構でこそなし得る活動である。このような活動の成果

を、機構の研究戦略の企画やプロジェクトの実施計画に反映させるとともに、積極的に社会に発

信していく。  

 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項  

機構は、自らの社会的責任と社会が機構に期待する役割を十分認識し、理事長のリーダーシップ

の下、以下の組織編成及び業務運営の基本方針に基づいて業務に取り組む。また、独立行政法人を

対象とした横断的な見直し等については、随時適切に対応する。  

なお、業務運営に当たっては、業務や組織の合理化・効率化が、研究開発能力を損なうものとな

らないよう、十分に配慮する。  

１．組織編成の基本方針  

機構内の部署間の連携を強化することにより、機構全体としての総合力を発揮し、従来よりも一

段階上の組織パフォーマンスを目指す研究体制を構築する。また、研究開発の重点化、研究の進

展、有望なシーズ発掘などに機動的に対応するために、部署間の人員再配置、時限的研究組織の

設置など、弾力的に組織を見直す。  

研究職、エンジニア職及び事務職の職員全体について、能力や業務量の変動等に応じて柔軟に人

事配置を見直す。  

２．業務運営の基本方針  

 



(1)内部統制の充実・強化  

内部統制については、総務省の独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会が平成22

年３月に公表した報告書「独立行政法人における内部統制と評価について」を参考として、理事長

のリーダーシップの下、コンプライアンス体制の実効性を確保するとともに、監事監査の効果的な

活用、適切な権限委譲などにより、内部統制を充実・強化する。  

(2)機構の業務運営等に係る第三者評価  

機構は、国境やセクターを越えた多様な視点を経営に取り入れ、業務を遂行していくため、国内

外の有識者からなるアドバイザリーボードによる業務運営等に対する評価を実施し、その結果を積

極的に活用する。また、機構のプロジェクトについて、適切な方法により事前・中間・事後評価を

行い、評価結果をプロジェクトの設計・実施等に反映させる。  

(3)効果的な職員の業務実績評価の実施  

機構は、その幅広い業務を支える、研究職、エンジニア職及び事務職のそれぞれの職務の特性と

多様性に十分配慮した、効果的な職員の業務実績評価を実施する。 

(4)業務全体での効率化  

①経費の合理化・効率化  

機構は、管理部門の組織の見直し、効率的な運営体制の確保等に取り組むことにより、本中期目

標期間中に整備される施設の維持・管理に最低限必要な経費等の特殊要因経費を除き、一般管理

費については、5年間で15%以上、業務経費については、５年間で５%以上の効率化を図る。ただし、

人件費の効率化については、次項に基づいて取り組む。  

なお、社会の要請に基づき、新たな業務の追加又は業務の拡充を行う場合には、当該業務につい

ても同様の効率化を図る。  

②人件費の合理化・効率化  

機構職員の給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、機構の業務の特殊性を踏まえた適正な水準を維持するとと

もに、検証結果や取組状況を公表する。  

総人件費については、平成23年度はこれまでの人件費改革の取組を引き続き着実に実施する。た

だし、平成22年度まで削減対象外としていた者に係る人件費及び今後の人事院勧告を踏まえた給

与改定分については、削減対象から除く。なお、平成24年度以降は「公務員の給与改定に関する

取扱いについて」（平成22年11月1日閣議決定）に基づき、今後進められる独立行政法人制度の抜

本的な見直しを踏まえ、厳しく見直す。  

目黒地区事務所の廃止により、事務職員の合理化を図る。また、研究領域及びプロジェクトの重

点化に伴う組織体制の見直しに当たっては、非常勤化を含め、事務職員の配置を見直すとともに、

要員の合理化を図る。  

③契約の適正化  

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11月17日閣議

決定）に基づく取組を着実に実施することとし、契約の適正化、透明性の確保等を推進し、業務

運営の効率化を図る。  

④保有資産の見直し等  

保有資産については、その必要性について不断に見直しを行い、支障のない限り国への返納等を

行う。  

なお、目黒地区事務所については、業務のつくば地区への集約化に伴い廃止し、移転後の不動産

については、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）に則して平成24年度中の国庫納付を目

指す。  

(5）その他の業務運営面での対応  

社会への説明責任を果たすため、情報提供等を適切に行う。また、情報セキュリティ対策等の政

府の方針等に適切に対応する。 

 



 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項  

機構は、予算の効率的な執行による経費の節減に努めるとともに、受益者負担の適正化にも配慮し

つつ、積極的に、施設使用料、特許実施料等の自己収入の増加等に努め、より適切な財務内容の実現

を図る。  

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項  

１．施設・設備に関する事項  

機構における研究活動の水準の向上を図るため、常に良好な研究環境を維持、整備していくこと

が必要である。既存の研究施設及び本中期目標期間中に整備される施設の有効活用を進めるとと

もに、老朽化対策を含め、施設・設備の改修・更新・整備を重点的・計画的に実施する。  

２．人事に関する事項  

職員の採用プロセスの更なる透明化を図るとともに、外国人研究者の採用と受入れを円滑かつ効

率的に進めるために外国人研究者の支援体制を整備する。また、若手・女性研究者の活用を進め

るとともに、研究活動の効率化を図るため、必要な研究支援者や技術者を確保する。さらに、任

期付研究者のキャリアパス構築など、職員の適切な処遇に努める。  

職員一人一人が機構の使命を十分に認識し、やりがいを持って業務に従事できることを目指し、

人材マネジメントを継続的に改善する。 

 

 



（単位 ： 円）

Ⅰ Ⅰ

4,413,430,644 988,239,350

776,198,027 77,700,000

9,724,802 11,641,336

3,246,546 83,207,574

84,856,382 3,297,785,735

5,287,456,401 463,143,350

46,574,038

Ⅱ 68,127,668

1 601,116,444

59,326,388,189 5,637,535,495

△ 27,863,898,506

△ 142,952,680 Ⅱ

3,304,009,196

△ 2,116,346,037 7,559,252,872

△ 10,475,993 278,788,953

24,303,164,186 620,808,332

△ 22,635,072,612 689,982

18,319,643 7,350,000

△ 17,437,941 472,716,864

26,292,999,851 249,215,022

△ 20,858,739,075 150,775,503

34,723,000,000 9,339,597,528

7,350,000 14,977,133,023

74,330,308,221

Ⅰ

2 76,459,219,970

219,528,427 76,459,219,970

207,723,987

1,237,950 Ⅱ

81,600 18,755,047,714

486,666,369 △ 30,021,867,965

915,238,333 △ 140,779,555

△ 31,094,809

3 △ 11,438,694,615

99,580

99,580 Ⅲ

75,245,646,134 20,145,673

74,539,582

355,484,324

85,274,578

85,274,578 ）

535,444,157

65,555,969,512

80,533,102,535 80,533,102,535

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 ( △ )産 業 財 産 権 仮 勘 定

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 総 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

前 中 期 目 標期 間繰 越積 立金

投資その他の資産合計

積 立 金

建設仮勘定見返運営費交付金

研 究 促 進 対 策 等 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

そ の 他

利 益 剰 余 金

政 府 出 資 金

資 本 剰 余 金

電 話 加 入 権

電 気 通 信 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

損 益 外 減 損 損 失 累 計 額 ( △ )

損 益 外 利 息 費 用 累 計 額 ( △ )

産 業 財 産 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

資 本 金

有 形 固 定 資 産 合 計 （ 純 資 産 の 部 ）

工 具 器 具 備 品

資 産 除 去 債 務

長 期 Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

預 り 補 助 金 等前 払 費 用

預 り 施 設 費

長 期 リ ー ス 債 務

土 地

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 物

構 築 物

立 替 金

短 期 Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

資 産 見 返 寄 付 金

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

減 価 償 却 累 計 額

金 額科 目

現 金 及 び 預 金

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

科 目

（ 負 債 の 部 ）

運 営 費 交 付 金 債 務

金 額

減 損 損 失 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

機 械 装 置

流 動 資 産 合 計

貸 借 対 照 表
平成25年3月31日現在

預 り 金

資 産 見 返 物 品 受 贈 額

預 り 寄 付 金

未 払 金

前 受 金

資 産 見 返 補 助 金 等

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

短 期 リ ー ス 債 務

未 収 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

資 産 見 返 負 債



（単位 ： 円）

1,232,322,131

7,729,730,884

986,759,784

3,921,042,861

1,259,984,698

1,076,635,453

626,896,209

294,483,078

554,127,819

234,710,943

1,261,084,180 19,177,778,040

918,699,879

79,350,106

220,348,059

73,476,328

44,379,002

25,488,780

207,543,587

177,112,390

40,858,462

46,720,800

305,377,673 2,139,355,066

31,323,168

21,348,456,274

11,277,192,664

1,431,471,708

2,067,016,493

895,399,721

1,421,970,105

153,535,620

43,505,746

3,012,361,353

121,896,592

321,462,886

903,263

395,865,576

34,191,017 21,176,772,744

1,035,400

395,036,056

21,572,844,200

224,387,926

1,362,216,607

13,051,307

1,124,777,374

1,175,209,593

34,842,359

85,274,578

水 道 光 熱 費

旅 費 交 通 費

修 繕 費

図 書 費

水 道 光 熱 費

人 件 費

減 価 償 却 費

備 品 消 耗 品 費

施 設 費 収 益

補 助 金 等 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

そ の 他 受 託 収 入

当 期 総 利 益

前中期目標期間繰越積立金取崩額

臨 時 利 益

固定資産除却等にかかる見返戻入

経 常 利 益

当 期 純 損 失

臨 時 損 失

固 定 資 産 売 却 除 却 損

目 的 積 立 金 取 崩 額

研 究 収 入

経 常 収 益 合 計

受 取 利 息

経 常 費 用

減 価 償 却 費

通 信 費

役 務 作 業 費

そ の 他

保 守 整 備 費

そ の 他

一 般 管 理 費

旅 費 交 通 費

保 守 整 備 費

業 務 委 託 費

研 究 業 務 費

人 件 費

材 料 費

業 務 委 託 費

備 品 消 耗 品 費

政 府 受 託 収 入

運 営 費 交 付 金 収 益

経 常 収 益

支 払 利 息

修 繕 費

経 常 費 用 合 計

財 務 費 用

損 益 計 算 書
自 平成24年4月  1日

至 平成25年3月31日

科  目 金 額

雑 益

特 許 権 収 入

財 務 収 益

財 産 賃 貸 収 入

寄 付 金 収 益

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 戻 入

資 産 見 返 寄 付 金 戻 入

資 産 見 返 物 品 受 贈 額 戻 入



 




